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鹿児島県が進める「三つの挑戦」

○県政刷新大綱（H17.3）

○組織機構の大胆な見直し（H18.4～）

○新産業戦略の展開

重点三分野：自動車・電子・食品

→戦略的な企業誘致や技術開発支援を実施

○観光発展戦略プロジェクト

九州新幹線の全線開業等に向け，魅力ある

観光かごしまづくり

○安心・安全・新食料基地への展開

安心・安全で付加価値の高い農林水産業の

振興

本土最南端に位置し，

 「薩摩」「大隅」の２つの半島

 と，多くの離島を有す

県土は，南北600kmと長く，

 気候区も温帯から亜熱帯と

 幅広く全体的に温暖な気候

世界自然遺産に登録されて

 いる屋久島をはじめ特色あ

 る島々，桜島等の火山，豊富

 な温泉など，多彩で豊かな自

 然と個性ある歴史・文化など

 の観光資源に富む
人口

1,753千人【24】(H17国調)

面積

9,188 k㎡【10】(H1７国調)

名目県内総生産

53,606億円（H18速報)

■工場立地件数

H17‥３６件

H18‥３１件

H19‥２７件

これが「鹿児島」

▼持続可能性への挑戦

 

～持続可能な行財政構造の確立～

▼産業おこしへの挑戦

 

～アジアの時代を展望し経済・財政基盤を強化～

▼鹿児島おこしへの挑戦

 

～鹿児島を愛し，鹿児島で生活し，鹿児島の将来に努力する人材づくり～

・鹿児島ブランド

・食の安心・安全の確保
（農林水産物認証制度）

・焼酎ブーム，黒豚等の

黒シリーズ

（【

 

】は全国順位） ■農業算出額

 

■海面漁業・養殖業生産額

H16‥4,142億円【4】

 

H17‥819億円【4】

H17‥4,168億円【2】

H18‥4,079億円【2】

■平成２０年

・NHK大河ドラマ「篤姫」

・薩摩焼パリ展

・ねんりんピック

■平成21年

・皆既日食

■平成23年

・九州新幹線全線開業
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九州新幹線「つばめ」効果

 

平成２３年春全線開業
▼

 

時間短縮効果

▼

 

利用者数（新八代～鹿児島中央間）

▼

 

ＪＲ九州管内駅19年度取り扱い収入

鹿児島中央駅

 

第２位（３年連続）
75億8千万円

 

＜前年度比９千万円増＞

九州新幹線開業及び篤姫効果

53.2
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広島県
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4時間31分
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全線開業後

暫定開業時（現在）

鹿児島中央～新大阪間

鹿児島中央～博多間

ＮＨＫ大河ドラマ「篤姫」の効果

▼

 

観光客数

 

49,665千人(前年比3.9%増)

（宿泊観光客数9,946千人＋日帰り観光客数39,719千人）

※平成19年鹿児島県観光統計（07年1月～07年12月）

(参考）

 

放映年(2008年)の経済効果

 

約279億円

(H20.9.3 日本銀行鹿児島支店試算)

鹿児島県観光客の動向

36,150 37,130 36,515 38,200 39,719

9,800 9,808 9,578
9,619

9,946

45,950 46,938 46,093
47,819

49,665

20,000

30,000

40,000

50,000

'03 '04 '05 '06 '07

宿泊客

日帰り客

（千人）

H17に国鉄時代を通じて

２位の小倉を初めて抜く

（暫定開業前のH15は6位）

鹿児島中央～新大阪

直通運転
(分)

日帰り観光客数は

最近5年間で最高

開業前 １年目 ２年目 ３年目 ４年目
（H15.3.13 ～H16.3.12) （H16.3.13～H17.3.12） （H17.3.13 ～H18.3.12） （H18.3.13 ～H19.3.12） （H19.3.13 ～H20.3.12）

141 万人 323 万人 336 万人 335 万人 345 万人229% 104% 100% 103%

※前年同期比

※

 

暫定開業：H16.3.13

（参考）
全線開業後に訪れてみたい九州の県

 

（複数回答）
（資料：九州新幹線に関する大阪府と広島

 

県在住の生活者意識調査（平成19年7月

 

実施

 

財団法人

 

地域流通経済研究所））

％

「篤姫」キャンペーン
オフィシャルキャラクター
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鹿児島県財政の現状鹿児島県財政の現状
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Ｈ１９一般会計決算の状況

義務的経費
4,844億円

 
（59.9%）

投資的経費

 
1,941億円

 
（24.1%）

その他の経費

 
1,292億円

 
（16.0%）

人件費

 
2,549億円

 
（31.5%）

公債費

 
1,415億円

 
（17.5%）

扶助費

 
880億円

 
（10.9%）

普通建設
事業費

 
1.847億円

 
（22.9%）

災害復旧
事業費

 
94億円

 
（1.2%）

補助費等

 
801億円

 
（9.9%）

物件費

 
209億円

 
（2.6%）

貸付金等

 
282億円

 
（3.5%）

歳 出
(8,077億円)

歳 入
（8,128億円）

自主財源
2,540億円

 
（31.3%）

依存財源
5,589億円

 
（68.7%）

地方交付税
2,824億円

 
（34.7%）

国庫支出金
1,504億円

 
（18.5%）

県債
1,193億円

 
（14.7%）

地方譲与税等
67億円

 
（0.8%）

県税
1,510億円

 
（18.6%）

諸収入等
714億円

 

（8.8%）

地方消費税清算金
316億円

 
（3.9%）

実質収支（31億円）＝歳入（8,128億円）－歳出（8,077億円）－翌年繰越財源（20億円）
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歳出規模等の推移（一般会計）

3,534 3,701 3,873 4,325 4,395 4,155 4,247 4,450 4,529 4,638 4,812 4,955 4,923 4,937 5,029 4,801 4,790 4,844

2,615 2,743
3,150

3,877
4,279 4,391 4,484 4,043 4,268 4,319 4,072 3,956 3,519

2,931 2,476
2,282 2,280 1,941

1,533
1,695

1,499

1,381
1,411 1,326 1,368 1,480

1,680 1,679 1,720 1,732

1,401
1,420

1,349
1,250 1,313

1,292

(1,510)

(1,184)

(1,245)
(1,204) (1,200)

(1,291)
(1,336)

(1,420)
(1,382)

(1,424)
(1,400)

(1,481)
(1,452)

(1,269) (1,236)(1,244)
(1,289)

(1,342)

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19
0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

義務的経費 投資的経費(普通建設事業費+災害復旧事業費) その他経費 県税収入（右軸）

(億円) 対前年度比

12.5％ 増

過去最高

(億円)

8,854

⑬歳出ピーク

（10,643億円）

H14から徹底した行財政構造改革に着手（H18は県北部豪雨災害対策に係る災害復旧費の増加などにより微増）

県税収入は，所得税から住民税への税源移譲により，前年度比12.5%の増

7,682
8,139

8,522
9,583

10,085 9,87210,099
10,64310,60410,63610,477

9,973 9,843 9,288

8,333 8,383
8,077
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普通建設事業費の推移（一般会計）

1,574 1,577 1,378

545 682

803

990
1,113

1,504 1,635

1,261
1,291

568 525
469

1,7331,889

2,737 2,549 2,790 2,869 2,628 2,523
2,248

1,9681,888
2,219

2,492 2,642 2,724

1,351

671

1,211

1,355 1,380

930

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

補助・直轄 単独

(億円)

4,220
3,983

3,459

2,898
2,404

3,903

公共事業，県単公共事業の見直し及び重点化等により８年連続の減

平成８年度のピーク時の約４割程度まで縮減

4,081
3,810

4,3724,228

3,755
3,482

3,022

2,571
2,433

2,142 2,102
1,847

６割程度削減
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義務的経費の推移（一般会計）

人件費は定数削減や給与カット等により６年連続減少

公債費は市場公募債の発行額増加に伴う満期一括積立額が増加

2,585 2,560 2,549

504 526 566 497 497 522 539 575 605 803 843 880
604

644
714

1,195 1,201 879 912
1,050 1,104 1,187 1,312 1,406 1,450 1,550 1,704 1,414 1,387 1,415

2,6222,530 2,797 2,825 2,819 2,821 2,817 2,830 2,743 2,6972,425 2,594 2,633 2,697 2,754

631
703730682 720

689

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

人件費 扶助費 公債費

(億円)

3,534 3,701 3,873

4,326 4,395 4,155 4,247 4,450 4,529 4,638 4,812 4,955 4,923 4,937 5,029
4,801

※公債費のうち借換債についてはH17から公債管理特別会計で計上

4,790 4,844

H13と比較して１０％程度削減
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◆改革基本方針の収支目標（資金収支の均衡）を

２年度連続で達成！

○減価償却前収支
⑯

 

151⑰

 

544⑱964→⑲1,174 百万円(税抜)

○資 金 収 支
⑯△647⑰△191⑱229→⑲491百万円(税抜)

○内部留保資金が２年連続で増加

◆改革基本方針の収支目標（資金収支の均衡）を

２年度連続で達成！

○減価償却前収支
⑯

 

151⑰

 

544⑱964→⑲1,174 百万円(税抜)

○資 金 収 支
⑯△647⑰△191⑱229→⑲491百万円(税抜)

○内部留保資金が２年連続で増加

公営企業（法適用事業）の決算状況

県立病院事業 工業用水道事業

収
益
的
収
支
（
損
益
勘
定
）

収 入（①） 16,966 142

うち営業収益 16,341 141

支 出（②） 16,772 194

うち営業費用 16,018 176

損益収支（①－②） 194 △

 

52

※

 

減価償却前収支 1,174 48
資
本
的
収
支
（
資
本
勘
定
）

収 入（③） 2,658 5

うち企業債 1,848 0

支 出（④） 3,341 55

うち建設改良費 572 5

収支差引（③－④） △

 

683 △
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資 金 収 支
（＝減価償却前収支＋収支差引）

４９１ △ ２

H17.9月「県立病院事業改革基本方針」策定

H１９決算（税抜き） （単位：百万円）

平成19年度決算

・医師数の減や新陳代謝に伴う給与費の減

・薬品・診療材料の採用見直しやコスト意識の徹底による材料費削減

・医師数の減や新陳代謝に伴う給与費の減

・薬品・診療材料の採用見直しやコスト意識の徹底による材料費削減

特徴

今後も更なる収支改善に向けて経営改革を継続
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財政調整に活用可能な基金残高の推移

46
97 97 106

164 159 159 159 159 134 134 134 134 134 134 134 101 87

141

188 195 203

207 210 211
152 117

71
28 0 0 0 0 0

0 0

107

135

248
287

371 375
451

498
501

500

498

438

261 295
230 223

153

40

0

200

400

600

800

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

財政調整 県有施設 県債管理（満期一括償還財源積立分を除く）

(億円)

660

572

395
429

364

持続可能な財政運営のため，一定規模の基金を確保

777

705

821 809
742 744

540
596

420

294

357

254

［満期一括償還財源積立（県債管理基金）］

市場公募債（満期一括償還方式）の導入に伴い平成１８年度から毎年度積立てを行い*，

 償還財源を確保

 

→ ⑱13.3億円，⑲33.8億円（上のグラフには含まれていない），⑳49.4億円積立済

＊毎年度の積立額：＝（発行額）／（トータルの償還年数）

 

例）17年度発行分

 

400億円／30年＝13.3億円／年（18年度以降積立て）

127
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主な財政指標の推移

起債制限比率は，３年連続低下

財政力指数は，税源移譲に伴う県税収入増により上昇

経常収支比率は，全国が対前年度増減で２．１％ポイント上昇する（速報値）中，１．０％ポイ

 ントの上昇に留まる

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
Ｈ１９

（速報）

財政力指数 0.26380 0.26364 0.27123 0.29456 0.30831

11 10 8 10 9

経常収支比率 95.6% 98.5% 96.2% 97.9% 98.9%
3 2 6 1

起債制限比率 14.8% 15.1% 14.2% 13.9% 13.7%

7 6 9 11
（注）上段が各指標の数値，下段が降順（ワースト順位）である。H19についての順位は不明。
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財政健全化法に係る４指標

○自主的な改善努力による財政健全化

・財政健全化計画の策定（議会の議決）、
外部監査の要求の義務付け

・実施状況を毎年度議会に報告し公表

・早期健全化が著しく困難と認められると

 
きは、総務大臣が必要な勧告

公営企業の経営の健全化

○国等の関与による確実な再生

・財政再生計画の策定（議会の議決）、外部
監査の要求の義務付け

・財政再生計画は、総務大臣に協議し、同意
を求めることができる
【同意無】
・災害復旧事業等を除き、地方債の起債を制限

【同意有】
・収支不足額を振り替えるため、償還年限が計画期

間内である地方債（再生振替特例債）の起債可

・財政運営が計画に適合しないと認められる
場合等においては、予算の変更等を勧告

財政の再生

○指標の整備と情報開示の徹底

・フロー指標：実質赤字比率、連結実質
赤字比率、実質公債費比率

・ストック指標：将来負担比率＝公社・
三セク等を含めた実質的負債による
指標

→監査委員の審査に付し議会に報告し公表

健全段階 財政の早期健全化

（指標の公表は平成１９年度決算から、財政健全化計画の策定の義務付け等は平成２０年度決算から適用）
【参考】地方公共団体の財政の健全化に関する法律について

健全財政 財政悪化

早期健全化基準 財政再生基準 H19（速報） 備 考

実質赤字比率 ３．７５％ ５％ －
実質赤字額がないことから，実質赤字比率が算定さ

 

れないため，「―」と記載。

連結実質赤字比率 ８．７５％ １５％ －
連結実質赤字額がないことから，連結実質赤字比率

 

が算定されないため，「―」と記載。

実質公債費比率 ２５％ ３５％ １４．７％ ⑰15.9％，⑱15.2％

将来負担比率 ４００％ ２６９．６％

実質公債費比率及び将来負担比率ともに早期健全化基準を下回る
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債務負担行為の状況

（単位：百万円）

将来負担比率における債務保証又は損失補償の負担見込額は以下のとおりであり，

標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額を含む）

 

４５４，７４７百万円の２．７％程度

*1 共同発行市場公募地方債に係るもの

 

2,488,000百万円

 

を除く

H19年度末限度額
将来負担比率における

負担見込額（速報）

債務保証又は損失補償に係るもの 109,344 12,365
地方３公社 36,495 1,940

道路公社（債務保証） 10,304 0
土地開発公社（債務保証） 3,672 0
住宅供給公社 22,519 1,940

地方３公社以外の出資法人に係るもの 67,787 9,840
森林整備公社 66,403 9,808
地域振興公社 1,384 32

その他 5,062 585

＊H19普通会計ベース

＊1

＊1
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地方３公社の経営状況

道路公社

土地開発公社

住宅供給公社
新規の団地開発の休止

在庫資産の早期処分の促進
職員給5％削減

組織・人員の更なる見直し

H17.4.1から道路公社と（財）鹿児島県建
設技術センターの総務管理部門を統合
職員給2%削減

在庫資産（鹿児島臨空団地）の早期処分の

促進

公社等経営改善の取組み等公社等経営改善の取組み等

H17.4.1から土地開発公社と（財）鹿児島
県建設技術センターの総務管理部門を統合
職員給2％削減

借入金及び出資金の償還が終了する
H29年度に解散予定

1. 廃止又は統合等の検討

2. 県からの財政的支援・人的支援の縮減

3. 公社等外郭団体への要請等

1. 廃止又は統合等の検討

2. 県からの財政的支援・人的支援の縮減

3. 公社等外郭団体への要請等

「公社等外郭団体見直し方針」（H17.3月策定）

主
な
見
直
し
の

視
点

（単位：百万円）H19決算

道 路 公 社 土地開発公社 住宅供給公社

S47.8.29 H7.4.3 S40.11.1

  17名 34名 25名

出資団体数 1 1 1

本県出資額 6,908 50 21

資　　産 28,247 5,279 21,500

負　　債 10,254 5,096 22,761

資　　本 17,993 183 △ 1,261

経常損益 1,244 △ 11 △ 139

当期損益 1,244 △ 11 △ 142

0 48 11,478

区　　　分

出
資
状
況

貸
借
対
照
表

県からの借入金
(H20.3.31現在）

損
益
計
算
書

設立年月日

役職員数
(H20.3.31現在）

良好な経営を継続

鹿児島臨空団地

 
2.1ha分譲済

一般宅地７４区画販売

（H19実績）
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第３セクターの経営状況
『地方3公社を除く地方自治法第243条の3第2項に基づき，経営状況を議会に提出している法人（県が50％以上出資している法人等）』

【H19決算（単位：百万円）】

(財)鹿児島県文化振興財団 県文化センター等の管理運営等 1,210 1,050 86.8% 17 1,396

(財)屋久島環境文化財団
屋久島環境文化村センター等の管

理等
787 510 64.8% 7 829

(財)鹿児島県民総合保健センター 生活習慣病等総合検診事業 10 5 50.0% 4 758

(財)かごしま産業支援センター
中小企業者等に対する各種産業支

援
4,677 3,790 81.0% 1,022 △ 22 5,947

(財)鹿児島県雇用支援協会
若年労働者，障害者及び中高年齢

労働者等の雇用支援
3 2 80.0% △ 1 15

(財)鹿児島県地域振興公社
農地保有合理化，その他農業構造

改善に資する事業
318 318 100.0% 1,384 △ 1 6,881

(財)鹿児島県農業・農村振興協会
担い手農家の経営改善・向上に関

する事業　等
1,000 500 50.0% 220 1 1,037

(財)鹿児島県林業担い手育成基金
林業労働力の育成・確保並びに就

労条件の改善等の支援
2,343 2,343 100.0% △ 9 2,394

(社)鹿児島県森林整備公社 分収方式による森林の整備 18 5 28.1% 66,403 18,048 1 21

(財)万之瀬川水源基金 万之瀬川流域森林の造成，整備 30 15 50.0% 0 31

(財)鹿児島県建設技術センター 建設業に関する実務研修等 3 3 100.0% 27 482

(財)鹿児島県暴力追放運動推進センター
暴力や不法行為等のない住み良い

鹿児島の実現
637 488 76.7% 0 643

資 本 合 計 又 は

正 味 財 産

損失補償に係る

債務負担行為

19年度末限度額

県からの
借入金

(H20.3.31）
うち県

出資額
出資割合

名　　　　　称 業　　務　　概　　要
出資金
又は

基本金

経常利益（損失）

又は当期正味財

産増加（減少）額
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行財政構造改革行財政構造改革
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H19,20当初予算

 

「改革継続・実行予算」

行財政の大胆改革

H16.7月

 

伊藤知事就任
H17.3月「県政刷新大綱」策定

H17当初予算

 

「大胆改革元年」

H18当初予算

 

「改革断行予算」 ［財源不足額］

⑯△４５１億円

 

→ ⑳△１５７億円

２９４億円の収支改善

609 488

403 403

474

1,424

477

477

2,041

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H16 おおむね10年後

一般政策経費 税等交付金 普通建設事業費等 公債費 扶助費 人件費

歳出合計：
5,428

あるべき
歳出構造

歳出合計：
4,927～4,858

＊金額は，各歳出項目に係る一般財源額

＜取組みの方向性＞

人件費

 

△8～13％
職員数の縮減，職員給の見直しによる圧縮

扶助費

現状維持に努める

公債費

新規県債発行抑制

普通建設事業費等

 

△30～50％
公共事業の見直しと重点化による削減

一般政策経費

 

△20％
外郭団体への財政支援見直し，県有施設管理見直し等によ

 

る圧縮

 

＜取組みの方向性＞

人件費

 

△8～13％
職員数の縮減，職員給の見直しによる圧縮

扶助費

現状維持に努める

公債費

新規県債発行抑制

普通建設事業費等

 

△30～50％
公共事業の見直しと重点化による削減

一般政策経費

 

△20％
外郭団体への財政支援見直し，県有施設管理見直し等によ

 

る圧縮

1,769～1,880

1,457～1,371

333～239

以後は，この以後は，この

歳出構造を歳出構造を

継続継続

□概ね10年程度の中・長期

的視点に立ったあるべき

行財政構造の姿や，その

実現に向けた改革の方向

性を示したもの

→

 

限られた一般財源を各

歳出項目毎にどのように

配分すべきかという観点

から，「あるべき歳出構造」

を明示＝歳入に見合った

歳出構造の再構築

大
胆
で
ス
ピ
ー
ド
感
あ
ふ
れ
る
改
革
を
推
進

H20.7月

 

伊藤知事２期目スタート
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県政刷新大綱を踏まえた取組

《平成17年度から平成20年度の取組》

県政刷新大綱（H17.3月策定）

人件費 ▲８～１３％

普通建設事業費等 ▲３０～５０％

一般政策経費 ▲２０％

公社等外郭団体見直し方針（H17.3月策定）

民間委託推進指針（H17.3月策定）

権限移譲プログラム（H17.７月策定）

組織機構改革方針（H17.１２月策定）

総合事務所設置計画（H1８.１２月策定）

平成17年度から21年度（5年間）の取組

集中改革プラン（H1８.３月策定）

財源不足額

 

H16▲451億円→H20▲157億円
県債残高

 

61億円の圧縮（H20末－H16末）

人件費 ▲ １０．６％

普通建設事業費等 ▲ ３８．８％

一般政策経費 ▲ ２２．０％

５３団体

 

→

 

４１団体

 

（▲１２団体）

指定管理者制度の導入：３６施設

３１法令３４項目３１７事務を移譲

本

 

庁：４課２室の減

出先機関：７６機関の減

職員数の縮減：７２６人
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県政刷新大綱の着実な推進

609 544 500 485 475

403 374 381 400 394

474
409 364 290

1,424
1,412 1,398 1388

477
498 501 519 588

2,041
2,017 1,972 1824

323

1,413

1,903

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H16(大綱策定時) H17当初 H18当初 H19当初 H20当初

人件費

扶助費

公債費

普通建
設事業
費等

税等交
付金

一般政
策経費

(億円)

県政刷新大綱の当初予算（一般財源ベース）への反映状況県政刷新大綱の当初予算（一般財源ベース）への反映状況

着実な推進

三位一体の影響分を除いた通常分ベース

△24

28

△12

△65

△29

△65

△45

3

△14

△45

7

△44

△69

18

15

△41

19

△15

歳出合計 5,428 5,254 5,116 5,043

歳入合計 4,977 4,873 4,811 4,750

財源不足額 ▲451 ▲381 ▲305 ▲293

４年間で294億円の

 収支改善

※

 

歳出決算ベース

 

⑯5,345     → ⑰5,135     → ⑱5,005 → ⑲4,975 ：

 

３６９億円の縮減を達成

△79

69

△25

△33

△6

△10

4,959

4,802

▲157

刷新大綱の進捗状況（H20）
（下段は刷新大綱における値）

人件費
△１０．６％
（△8～13%）

普通建設

事業費
△３８．８％
（△30～50%）

一般政策

経費
△２２．０％

（△20%）
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かごしま将来ビジョン等による行財政構造改革

マニフェスト
 

(H20.7.28～）

２１世紀にふさわしい「力みなぎる・かごしま」，「日本一のくらし先進県」づくりに果敢に挑戦

１．大胆改革続行・かごしま

オープンな県政の展開と持続可能な行財政構造の構築

（具体的な施策）

２．「県政刷新大綱」を踏まえ，県民に対する行政サービスの維持向上に努めながら，

将来にわたって持続可能な行財政構造の構築を図ります。

かごしま将来ビジョン
 

(H20.3月策定）

鹿児島の未来を拓いていくための県政の基本的な方向性

第4章

 

挑戦すべき課題と取組の方向性

挑戦１

 

持続可能な行財政構造の構築

（取組の方向性）

○県政刷新大綱を踏まえた歳出削減

 

○地方分権改革の推進

○地方税等，財政運営に必要な歳入確保

 

○市町村への権限・財源移譲の一層の推進

 

など



22

人件費  所要額を積み上げ（集中改革プランに基づく定数削減など）

扶助費  増を想定

公債費  所要額を積み上げ

税等交付金

一般政策経費

 総務省の示した伸率等で推計

その他

 県税：税源移譲の影響等を除く過去５年間の平均伸率で推計，税源移譲の影響を加味
 地方消費税清算金：平成１９年度年間見込みと同額

 原則，平成１９年度年間見込みと同額
（補助率差額の減等を加味）

普通建設事業費等

歳
出

歳
入

県税，地方消費税清算金

譲与税，地方交付税等

 刷新大綱を反映（普通建設事業費＋災害復旧費）　＜毎年度６％削減で試算＞

区　　　　分 試　　算　　の　　方　　法

 原則，県税に連動（制度改正を加味）

 原則，平成１９年度年間見込みと同額
（合併交付金の増減を加味）

当面の財政収支の見通し(1)（仮試算H19.8）
＜一般財源ベース＞ （単位：億円）

2,058 2,047 2,019 1,991 1,971 1,955
(1,903) (1,892) (1,864) (1,836) (1,816) (1,800)

698 711 724 737 750 763
(519) (532) (545) (558) (571) (584)

1,420 1,420 1,414 1,413 1,428 1,444
(1,413) (1,413) (1,407) (1,406) (1,421) (1,437)

324 304 286 269 253 238
(323) (303) (285) (268) (252) (237)

400 401 395 395 395 396
(400) (401) (395) (395) (395) (396)

492 497 483 471 470 470
(485) (490) (476) (464) (463) (463)

5,392 5,380 5,321 5,276 5,267 5,266
(5,043) (5,031) (4,972) (4,927) (4,918) (4,917)

県税，
地方消費税清算金

1,885 1,929 1,950 1,971 1,992 2,014

譲与税，
地方交付税等

3,081 3,059 2,996 2,963 2,949 2,934

その他 133 140 137 134 131 128
5,099 5,128 5,083 5,068 5,072 5,076
(4,750) (4,779) (4,734) (4,719) (4,723) (4,727)

△ 293 △ 252 △ 238 △ 208 △ 195 △ 190

0 0 0 0 0 0

（注）（　）内書きは，三位一体の影響を除いた県政刷新大綱ベース。

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

歳
　
　
　
　
　
出

人件費

扶助費

公債費

普通建設事業費等

税等交付金

一般政策経費

歳出合計

歳
　
　
入

歳入合計

財源不足額 　　　Ａ

115程度

行革推進債や基金取
崩等による対応　 Ｃ

293 152程度 128程度 93程度 80程度 75程度

歳出削減等目標額 Ｂ
　今後、更なる歳出削
　減努力等により解消
　を図る財源不足額

100程度

最終収支 (Ａ+Ｂ+Ｃ)

115程度110程度 115程度

○H20年度以降，これまでの歳出削減等を継

続することにより，財源不足額の圧縮が進む

見込み（252～190億円：A）

○あらゆる歳出項目の厳しい抑制や歳入確保

努力を通じて，更なる財源不足の圧縮を図る

（少なくとも100～115億円程度目標：B）

○なお残る財源不足額（：C）については，行革

推進債や基金取崩し等により対応
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当面の財政収支の見通し（２）

県債残高は徐々に減少していく見込み

13,500

14,000

14,500

15,000

15,500

16,000

16,500

H19 H20 H21 H22 H23 H24

(億円)

◆県債残高見込みの推移

◆県政刷新大綱の進捗見通し

16,117 15,970程度
15,750程度

15,500程度
15,230程度

14,900程度

県議会においても，財政再建のため，議員報酬の

削減（△10％）継続や海外視察の休止など歳出

削減を決定

参考）H19年度末：16,211億円（H18：16,159億円）

 

※全会計ベース：16,872億円（H18:16,818億円）

公債費負担の減少に伴い財政構造の

弾力性回復へ

（単位：％）

16年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 刷新大綱の目標

人件費 － △ 6.8 △ 7.3 △ 8.7 △ 10.0 △ 11.0 △ 11.8 △8～13％

普通建設事業費等 － △ 31.9 △ 36.1 △ 39.9 △ 43.5 △ 46.8 △ 50.0 △30～50％

一般政策経費 － △ 20.4 △ 19.5 △ 21.8 △ 23.8 △ 24.0 △ 24.0 △20％
（注）三位一体の影響を除いた一般財源の平成１６年度に対する削減率。「歳出削減等目標額　Ｂ」による削減額は含んでいない。
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県債管理への取組み県債管理への取組み
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鹿児島県の県債管理への取組み状況

効果

公債費負担の平準化や借入コストの抑制への取組み

臨時財政対策債を除く県債残高は，４年連続で減少

プライマリー・バランスの４年連続黒字化

取組み

普通建設事業費の圧縮などによる新規の県債発行額の抑制

県政刷新大綱に基づく県債管理の徹底により，債務負担の減少の効果が確実にでてきている。
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県債発行の推移（一般会計*1）

1,101
881 887

999

312

241 215
194

743

1,622
1,742

1,922 1,836
1,663 1,737

1,614

1,270

740 829

1,308 1,389

1,789

258
129

435

0

500

1,000

1,500

2,000

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

通常の県債 臨時財政対策債*2

*１

 

借換債を除く

(億円)

1,866 1,872

1,705

1,413

普通建設事業に連動して，新規の県債発行を抑制

1,663

1,8361,922
1,742

1,622

1,789

1,389
1,308

829
743740

*2 臨時財政対策債：地方交付税の振替として発行する地方債

1,122 1,102
1,193
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県債残高の推移（一般会計）

(億円)

臨時財政対策債を除く県債残高は，４年連続で減少

1,686

8,637

7,341
6,8086,336

5,515

15,15815,06414,544
13,839

13,100
12,038

10,808
9,654

5,897

15,044 14,805 14,52514,607

1,5521,367822129
387 1,135

2,550 2,518 2,619 3,039 3,375
3,961 4,442

4,978 5,482 5,978 6,215 6,429 6,781 7,124 7,322 7,467 7,458 7,832

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

通常の県債 臨時財政対策債 実質負担分*1

14,673 15,451 15,980 16,179

13,839
13,100

12,038

10,808
9,654

8,637

7,3416,8086,3365,8975,515

*1: 県債残高に対する交付税措置額等を除いた残高

16,172 16,159 16,211
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公債費の推移（一般会計）

309

285 272 273

336 361 390

836 795

494 459
588

692
775

923
1,033 1,093

1,176 1,216
1,1151,129 1,142

268 283 292

301 325

350 374

389

389
387

388
363

356
325

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

元金 利子

＊借換債に係る公債費（元金）及び一時借入に係る公債費（利子）を除く
なお，一時借入は，17年度以降市場公募債の導入など発行時期の平準化に取り組んでいる結果，発生していない。

(億円)

1,449 1,501 1,525

1,162

1,311
1,396

県政刷新大綱に基づく県債発行抑制等により，公債費（元金）は増加しないよう管理

H19は市場公募債の発行額増加に伴う満期一括積立額が増加

1,081

977

833844

604
682644

1,1201,137

1,414 1,387 1,415
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プライマリーバランス（ＰＢ）の推移（一般会計）

446

372

273282

△ 32

△ 244△ 234
△ 66

△ 315

△ 418

△ 600

△ 400

△ 200

0

200

400

600

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

(億円)

臨時財政対策債（⑬～）の発行

今後も，ＰＢの黒字化を意識した財政運営を継続

PB推移

※プライマリーバランス（基礎的財政収支）＝歳入総額から県債収入を差し引いた金額と歳出総額から公債費を差し引いた金額のバランス

４年連続PB黒字
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鹿児島県の起債運営鹿児島県の起債運営
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586 561 536
729

474
658

804
964 996

1,234 1,157 1,123
1,358

1,126

548
345 229 150

154 182 325

634
930

1,163 895
848

946
625

506
743

514

628

1,046

732 1,016
926

400 470

570

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

公的な資金 民間等資金 市場公募債

市場公募債

 
（個別）を

導入

県債資金調達の推移

(億円)

1,8661,872
1,754

1,594

1,859

1,663

公的資金の減，借換債の増により，民間等資金が急増

＊借換債を含む（⑲借換債３５３億円←⑱７１３億円←⑰３５５億円）

1,942
1,812

1,699
1,821

1,4041,363

861
743740

1,477

長期的・安定的に資金を確保するため市場公募地方債（H17年度から個別型，H18 
年度から共同発行，住民参加型）を導入

個別：400
共同：150
住民：

 

20

1,546

1,815

個別：100
共同：350
住民：

 

20
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今後の県債資金調達の方向性

引き続き市場公募地方債を活用し，発行の平準化，年限の多様化等に取り組む

銀行等引受債についても，金利動向やキャッシュフローを見極めながら機動的に対応

銀行団(13行) シェア 証券団(13社) シェア

鹿児島銀行 30.0 野村證券 7.0

みずほコーポレート銀行 16.0 新光証券 7.0

三井住友銀行 2.0 みずほｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ証券 6.0

みずほ銀行 2.0 三菱ＵＦＪ証券 4.0

三菱東京ＵＦＪ銀行 2.0 大和証券ｴｽｴﾑﾋﾞｰｼｰ 3.0

信金中央金庫 1.0 日興ｼﾃｨｸﾞﾙｰﾌﾟ証券 3.0

南日本銀行 1.0 みずほ証券 3.0

鹿児島信用金庫 1.0 しんきん証券 2.0

鹿児島相互信用金庫 1.0 岡三証券 1.0

奄美大島信用金庫 1.0 東海東京証券 1.0

九州労働金庫 1.0 丸三証券 1.0

デプファ銀行 1.0 ﾊﾞｰｸﾚｲｽﾞ・ｷｬﾋﾟﾀﾙ証券 1.0

新生銀行 1.0 ﾘｰﾏﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ証券 1.0

平成20年度

 

全国型市場公募債引受シンジケート団◆

 
発行の平準化

・

 

共同発行市場公募債を中心にほぼ毎月発行

・

 

銀行等引受債を機動的に発行

◆

 
年限の多様化等

・

 

超長期債の導入（銀行等引受：

⑱17年債150億円，⑲20年債300億円）

・

 

５年債の発行（市場公募債（個別）H19.3～）

・

 

変動金利による調達（銀行等引受：H16,17年度）

債務の金利バランスに留意して調達

２０年度の発行予定（当初予算時） (単位：億円）

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

個別 ５年 100 100

共同 １０年 50 50 50 50 50 50 50 350
住民型 ５年 20 20

50 50 100 70 50 50 50 50 470

区 分

市
場
公
募
債 月計

※第１回公募公債においては，リーマン・ブラザーズ証券の引受分を，代表幹事一

 

時預かり分として，みずほコーポレート銀行に上乗せ

※
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鹿児島県総務部財政課公債管理係
 〒890-8577 鹿児島市鴨池新町10-1 

TEL：099-286-2179／FAX：099-286-5512 
e-mail：kousaikanri@pref.kagoshima.lg.jp

財政・県債に関するホームページアドレス
 http://www.pref.kagoshima.jp/kensei/zaisei/kensai/18ir.html

問い合わせ先

c   K.P.T.F

mailto:kousaikanri@pref.kagoshima.lg.jp
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